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農業と食料を守るための所得補償制度の創設を求める意見書（案） 

 

　米が店頭から消え、価格が高騰した「令和の米騒動」から一転、米価が急落しています。 

　異常気象や肥料・農業生産資材などが高騰する中、農業従事者の高齢化が進み、後継者不足も問

題となっており、「これ以上、赤字では農業を続けられない」と離農者も増えています。 

　日本の食料自給率は37％となり、このまま行けば食糧難が懸念されます。不安定な輸入に依存し

た食料政策を改め、国内生産の強化、食料自給率の向上が一層求められます。 

　農家が再生産できる価格と消費者が買い続けられる価格とのギャップを政策的に補てんするため、

農家への「所得補償制度」を創設し、将来にわたり食料の安定供給を可能にするべきです。 

　全ての農家が安心して食べ物を作り続けられる仕組みを作ることは、消費者の「明日、食べるも

の」を守ることに直結します。 

よって、下記の事項について要望します。 

 

記 

 

１　全ての農家が再生産できる価格と消費者が買い続けられる価格との差を補てんする、実効性の

ある「所得補償制度」を創設すること。 

 

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

 

令和８年　　月　　日 

 

 

茨城県取手市議会 

 

 

 

【提出先】衆議院議長　参議院議長　内閣総理大臣　農林水産大臣　財務大臣


